消費税の法制化は許されない

「持続可能な社会保障機構とその安定財源確保に向けた

『中期プログラム』」について
2009年1月　政策宣伝調査部

政府は2008年12月24日、標記『中期プログラム』を閣議決定しました。

「中期プラグラム」は、Ⅰ「景気回復のための取り組み」、Ⅱ「国民の安心強化のための社会保障安定財源の確保」、Ⅲ.「税制抜本改革の全体像」、Ⅳ「今後の歳出改革の在り方」、Ⅴ「中期プログラムの準備と実行」からなっています。

Ⅱでは、社会保障国民会議最終報告を下敷きに「中福祉・中負担」の実現を強調しています。そして、社会保障制度の財源のうち公費負担については、三分の一程度を公債に依存して「将来世代に付け回ししている現状を改めるため、」「給付に必要な税負担を国民全体に広く薄く求める」としています。つまり、「中福祉」に必要な財源を消費税増税でまかなうとし、破綻した構造改革路線を事実上継承して国民生活への配慮に欠いたものといわねばなりません。

1．「税制抜本改革の全体像」

「抜本改革」の眼目はいうまでもなく「消費税増税」ですが、拒否反応の強いその増税を国民に納得させるために、様々な工夫が凝らされています。

（1）個人所得課税について

「最高税率や給与所得控除の上限の調整等により高所得者の税負担を引き上げる」、「給付付き税額控除の検討」、「子育て等に配慮して中低所得世帯の負担の軽減を検討」などと耳障りのよい言葉を述べています。それをいうなら続けてきた高額所得者・資産家優遇をもとにもどすことがまず必要です。

しかし、「格差の是正や所得再分配機能の回復の観点から」といいながら「各種控除や税率構造を見直す」、「金融課税の一体化をさらに推進」としていることは、警戒が必要です。それは給与所得控除・退職所得控除の縮小と配偶者控除・扶養控除の廃止が狙いだからです。事実政府税調はそれを提起してきたのです。また、「金融課税の一体化」は配当金所得と株取引などの損失の相殺により大資産家を優遇するものです。

（2）法人課税について

「国際整合性」と「国際競争力」を口実に「課税ベースの拡大とともに、法人実効税率の引き下げを検討する」としています。市場経済の下では、生産活動を担う大企業が、国民の生活と福祉を支えるべきものであり、それが社会的責任です。そのためには「国際競争」ではなく、社会を支える「国際協調」をこそ推進すべきです。

（3）消費税について

消費税全額が「社会保障給付と少子化対策に充てられることを予算、決算において明確化した上で、」「税率を検討」するとしています。しかし、社会保障財源は消費税収入だけではなく「予算上明確化」することに何の意味もありません。消費税以外の財源を増やさず削減することも可能だからです。現に消費税と引き換えに大企業・高額所得者減税をしてきたのがこれまでの実績です。それに現在でも予算上明確にされており目新しいことではありません。

また、「複数税率の検討等総合的な取り組み」により「低所得者の配慮」を検討するとしています。これは、抵抗を和らげるための文言ですが、同時に消費税の逆進性を認めたものです。その解消には廃止しかありません。

（4）資産課税について

「相続税の課税ベースや税率構造等を見直し、負担の適正化を検討する」としています。相続税最高税率を引き下げてきた政府税調などは、課税対象となっている遺産が少ないことを問題にしています。「負担の適正化」の名のもとに庶民に相続税負担を広げるのがその狙いです。

（5）地方税制について

「地方消費税の充実を検討するとともに、地方法人課税の在り方を見直す」としています。これは、地方消費税増税と引き換えに法人事業税所得割の廃止を狙いとしたものです。地方消費税の増税ではなく、「三位一体改革」で削減した地方交付税交付金をもとにもどすべきです。

2．「中期プログラムの準備と実行」

二つの原則を示し、原則1で「実施時期に先立ち、制度的準備を整える」、原則2で「抜本改革の筋道を立法上明らかにする」とし、2の説明で「2009年度の税制改正に関する法律の附則において、」「税制抜本改革の筋道及び基本的方向性を立法上明らかにする」としています。年明け早々から自民党内で起きた「争い」の種がこの「附則」についてでした。

2011年度までに消費税引き上げを法制化し、実施時期と税率については別の法律で決めることで23日閣議決定、「泰山鳴動ねずみ一匹」に終わりました。

いずれにしても、選挙を経ない内閣が消費税増税を法制化することは許されません。
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